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当事業所はご契約者に対して指定居宅介護支援サービスを提供

します。事業所の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注

意いただきたいことを次のとおり説明します。 

※当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果「要介護」と認定された方が対象

となりますが、要介護認定をまだ受けていない方でもサービスの利用は可能です。 
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１．事業者 

法 人 名 社会福祉法人くるみ会 

法 人 所 在 地 広島県三次市粟屋町字高掛 11718番地 2 

電 話 番 号 0824－63－6258 

代 表 者 理 事 長  河野 和昌 

設 立 年 月 昭和 47年 7月 

 

２．事業所の概要 

事 業 所 名 くるみ居宅介護支援事業所 

事 業 所 の 種 類 指定居宅介護支援 

事 業 所 指 定 年 月 平成 12年 3月 
事 業 の 目 的 事業所の適切な運営を確保するために、人員及び管理運営に

関する事項を定め、事業所の介護支援専門員が要介護状態に

ある高齢者及び家族に対して、適切な介護支援サービス（ケ

アマネジメント・サービス）を提供することを目的とします。 

運 営 方 針 介護保険法にのっとって、次の基本方針を持って、利用者 

及び家族と共に力をあわせて、公平・中立に介護支援サー 

ビスを提供します。利用者が要介護状態にあっても、可能 

な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した 

日常生活を営むことができるように配慮します。また、利 

用者の要介護状態の軽減、悪化の防止、健康の確保、日常 

生活の維持、生命の安全確保を図るために、福祉サービス 

関係者との連携に留意します。 

所 在 地 広島県世羅郡羅町大字小国 10889番地 23 

電 話 番 号 0847-37-2145 

管 理 者 篠原里永子 

開 設 年 月 日 平成 12年 4月 1日 

実 施 地 域 世羅町、三次市吉舎町・三和町・上田町・三若町、 

東広島市豊栄町、三原市久井町・大和町・尾道市御調町 

 

 

３．営業日及び営業時間 

営業日        月曜日～金曜日 
（但し、国民の祝日及び 12月 30日～翌年 1月 3日は除く） 

受付時間       月～金曜日  8時 30分～ 17時 30分 

  ※上記の期間・時間以外においても、予約による場合はその時間に、 

   緊急の場合は２４時間いつでも相談をお受けします。 
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４．職員の体制 

  当事業所では、ご契約者に対して指定居宅介護支援サービスを提供する職員として、 

 以下の職種の職員を、指定基準数を遵守し配置しています。 

職     種 常  勤  非常勤 指定基準数 備  考  

１．管理者 1名  1名  

２．介護支援専門員 

 

２名以上 1名以上 1名 常勤兼務 1名 

常勤専従 2名 

非常勤専従 1名 

 

５．居宅介護支援の内容、利用料金及びその他の費用について 

居宅介護支援の内容 提供方法 
介護保険 

適用有無 

利用料 

（月額） 
利用者負担額 

（介護保険適用の場合） 

・居宅サービス計画 

の作成・サービス担

当者会議の実施 

別紙に掲げる

「居宅介護支

援業務の実施

方法等につい

て」を参照下

さい。 

別紙に掲

げる１～

７の内容

は、居宅

介護支援

の一連業

務 と し

て、介護

保険の対

象となる

も の で

す。 

 

 

下表のとおり 介護保険適用とな

る場合には、利用 

料を支払う必要が

ありません。 

（全額介護保険に

よ り 負 担 さ れ ま

す。） 

・居宅サービス事業者

との連絡調整 

・サービス実施状況把

握、評価 

・利用者状況の把握 

・給付管理 

・要介護認定申請に対

する協力、援助 

・相談業務 

 

要介護区分 

取扱い件数区分 
要介護 1・2 要介護 3～5 

介護支援専門員 1 人当たりの

利用者数が 45未満の場合 

居宅介護支援費Ⅰ 

（単位数 1,086） 

10,860円 

居宅介護支援費Ⅰ 

（単位数 1,411） 

14,110円 

ケアプランデータ連携システ

ムの活用及び事務職員を配置

した場合 

居宅介護支援費Ⅱ 

（単位数  544） 

5,440円 

居宅介護支援費Ⅱ 

（単位数  704） 

7,040円 

 

※ 当事業所が運営基準減算に該当する場合は、上記金額の 50/100となります。また、 

    2ヶ月以上継続して該当する場合は算定しません。 

  ※ 特定事業所集中減算に該当する場合は、上記金額より 2,000円を減額することとなり 

    ます。 
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※ 逓減制における介護支援専門員 1人あたりの取扱件数の計算に当たり、自然災害や感染

症等による突発的な対応で利用者を受け入れた場合は例外的に件数に含めません。 

 



  - 7 - 

 加  算 加算額 算 定 回 数 等 

要
介
護
度
に
よ
る
区
分
な
し 

初回加算 

（単位数 300） 
3,000円/回 

新規に居宅サービス計画を作成する場合 

要支援者が要介護認定を受けた場合に居宅 

サービス計画を作成する場合 

要介護状態区分が 2 区分以上変更された場合

に居宅サービス計画を作成する場合 

特定事業所加算（Ⅰ） 

（単位数 519） 
5,190円 

「質の高いケアマネジメントを実施している

事業所を積極的に評価する観点から人材の確

保及びサービスの提供に関する定期的な会議

を実施している。」等厚生労働大臣が定める基

準に適合する場合（一月につき） 

特定事業所加算（Ⅱ） 

（単位数 421） 
4,210円 

特定事業所加算（Ⅲ） 

（単位数 323） 
3,230円 

特定事業所加算（A） 

（単位数 114） 
1,140円 

入院時情報連携加算（Ⅰ） 

（単位数 250） 
2,500円/月 

介護支援専門員が入院した日のうちに当該病

院又は診療所の職員に対して必要な情報提供

を行った場合。（提供方法は問わない） 

入院時情報連携加算（Ⅱ） 

（単位数 200） 
2,000円/月 

介護支援専門員が入院した日の翌日又は翌々

日に当該病院又は診療所の職員に対して必要

な情報提供を行った場合。（提供方法は問わな

い） 

退院・退所加算（Ⅰ）イ 

（単位数 450） 
4,500円/回 

退院等にあたって病院職員等から必要な情報

の提供をカンファレンス以外の方法で一回受

けて、居宅サービス計画を作成し居宅サービス

等の利用に関する調整を行った場合。（入院又

は入所期間中につき 1 回を限度） 

退院・退所加算（Ⅰ）ロ 

（単位数 600） 
6,000円/回 

退院等にあたって病院職員等から必要な情報

の提供をカンファレンスにより一回受けて、居

宅サービス計画を作成し居宅サービス等の利

用に関する調整を行った場合。（入院又は入所

期間中につき 1 回を限度） 

退院・退所加算（Ⅱ）イ 

（単位数 600） 
6,000円/回 

退院等にあたって病院職員等から必要な情報

の提供をカンファレンス以外の方法で二回以

上受けて、居宅サービス計画を作成し居宅サー

ビス等の利用に関する調整を行った場合。（入

院又は入所期間中につき 1 回を限度） 

退院・退所加算（Ⅱ）ロ 

（単位数 750） 
7,500円/回 

退院等にあたって病院職員等から必要な情報

の提供を二回以上受け、うち一回以上はカンフ

ァレンスにより居宅サービス計画を作成し居

宅サービス等の利用に関する調整を行った場

合。（入院又は入所期間中につき 1 回を限度） 

退院・退所加算（Ⅲ） 

（単位数 900） 
9,000円/回 

退院等にあたって病院職員等から必要な情報

の提供を三回以上受け、うち一回以上はカンフ

ァレンスにより居宅サービス計画を作成し居

宅サービス等の利用に関する調整を行った場

合。（入院又は入所期間中につき 1 回を限度） 

通院時情報連携加算 

（単位数 50） 
1回 500円/月 

利用者が医師の診察を受ける際に同席し医師

又は歯科医師等に利用者の心身の状況や生活

環境等の必要な情報提供を行い、医師等から利

用者に関する情報提供を受けた上でケアプラ

ンに記録した場合。（1 人につき 1 月に 1 回を

限度とする） 



  - 8 - 

 加  算 加算額 算 定 回 数 等 

要
介
護
度
に
よ
る
区
分
な
し 

緊急時等 

居宅カンファレンス加算 

（単位数 200） 

2,000円/回 

病院又は診療所の求めにより、当該病院又は診

療所の職員と共に利用者の居宅を訪問し、カン

ファレンスを行い、必要に応じて居宅サービス

等の利用調整した場合。（一月に 2 回を限度） 

ターミナル 

ケアマネジメント加算 

（単位数 400） 

 
4,000円/月 

ターミナルケアマネジメントを受けることに

同意した利用者について、24 時間連絡できる

体制を確保し、かつ、必要に応じて居宅介護支

援を行うことができる体制を整備している場

合。（医師が医学的知見に基づき回復の見込み

がないと診断した者を対象） 

 

６．特定集中減算状況の説明 

  ケアマネジメントの公正中立性の確保を図る観点から以下の説明を行うとともに介護 

サービス情報公表制度において理解を得るよう努めます。 

 （１）前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護・通所介護・地域密着型通所介護・

福祉用具貸与の各サービスの利用割合。 

 （２）前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護・通所介護・地域密着型通所介護・

福祉用具貸与の各サービスの同一事業所によって提供されたものの割合。（詳細については別紙

参照） 

（訪問回数の多いケアプラン等の届出について） 

ケアプランに一定回数以上の訪問介護（生活援助中心型）を位置付ける場合には市町村に当該

ケアプランを届け出ます。 

 

７．その他の費用について 

 交通費 

利用者の居宅が、通常の事業の実施地域以外の場合、運営規程の定め

に基づき、交通費の実費を請求いたします。 

なお、自動車を使用した場合は通常事業の実施地域を越えた地点から起

算して、片道 1㎞につき 20円を請求いたします。 

 

８．利用者の居宅への訪問頻度の目安 

介護支援専門員が利用者の状況把握のため、利用者の居宅に訪問する頻度の目安 

利用者の要介護認定有効期間中、少なくとも 1月に 1回 

  ※ ここに記載する訪問頻度の目安回数以外にも、利用者からの依頼や居宅介護支援業務 

    の遂行に不可欠と認められる場合で利用者の承諾を得た場合には、介護支援専門員は 

    利用者の居宅を訪問することがあります。 
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９．居宅介護支援の提供にあたって 

（１）居宅介護支援提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険

者資格、要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間）を確認させていただき

ます。被保険者の住所などに変更があった場合は速やかに当事業者にお知らせ

ください。 

（２）利用者が病院又は診療所に入院する必要が生じた場合には、担当の介護支援専

門員の氏名及び連絡先を当該病院又は診療所に伝えていただくようご協力をお

願いします。 

（３）利用者が要介護認定を受けていない場合は、利用者の意思を踏まえて速やかに 

   当該申請が行われるよう必要な援助を行います。また、要介護認定の更新の申

請が、遅くとも利用者が受けている要介護認定の有効期間が終了する 30日前に 

   なされるよう、必要な援助を行うものとします。 

（４）利用者及びその家族は、当事業者に対して、居宅サービス計画に位置付ける居

宅サービス事業所について、複数の事業所の紹介を求めたり、当該事業所を居

宅サービス計画に位置付けた理由を求めたりすることができます。 

 

１０．個人情報の保護について 

（１）事業所は、利用者及びその家族の個人情報について「個人情報の保護に関する

法律」及び厚生労働省が作成した「医療・介護関係事業者における個人情報の

適切な取り扱いのためのガイドライン」を遵守し適切な取扱いに努めるものと

します。 

（２）事業所が得た利用者及びその家族の個人情報については、介護サービスの提供

以外の目的では原則的に利用しないものとし、サービス担当者会議等において、

利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を

用いる場合は家族の同意をあらかじめ文書により得るものとします。 

 

１１．秘密の保持等について 

（１）本事業所の従業者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密保持を厳守し 

ます。 

（２）従業者であった者が、業務上知り得た利用者又は家族の秘密を漏らすことのな 

    いよう、必要な措置を講じます。 
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１２．衛生管理等について 

従業者の清潔の保持及び健康状態の管理を行うとともに、事業所の設備及び備

品等の衛生的な管理に努めます。 

 

１３．事故発生の防止及び発生時の対応 

（１）指定居宅介護支援サービスの提供中に事故が発生した場合は、市町、家族等に

連絡をおこなうとともに、必要な措置を講じます。 

（２）指定居宅介護支援サービスの提供中に賠償すべき事故が発生した場合には、損

害賠償を速やかに行ないます。 

(３) 前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録し、２年間保存し

ます。 

(４) 事故発生の防止のため、事故発生の防止マニュアルを整備します。 

  (５) 事故の報告及びその分析を通じた改善策を従事者に対し周知徹底を図ります。 

 (６) 事故発生の防止のための委員会を定期的に行います。 

(７) 事故発生の防止のための従事者に対する研修を定期的に行います。 

 

１４．虐待防止に関する事項について 

（１）事業所は、利用者の人権の擁護・虐待等の防止のため次の措置を講ずるものと

します。 

①虐待を防止するための従業者に対する研修の実施 

    ②利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備 

    ③その他虐待防止のために指針を整備し、定期的に委員会を開催する 

    ④虐待対策担当者は、苦情受付担当者とする 

 （２）事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等

高齢者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場

合は、速やかに、これを保険者に通報するものとします。 

 

１５．身分証携行義務について 

    介護支援専門員は、常に身分証を携行し、初回訪問時及び利用者又は利用者の

家族から提示を求められた時は、いつでも身分証を提示します。 
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１６．業務継続計画の策定等について 

 （１）感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定居宅介護支援サービ 

  スの提供を継続的に実施するため、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るため 

  の計画（業務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じ 

  ます。 

 （２）従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練 

  を定期的に実施します。 

 （３）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行 

  います。 

 

１７．苦情相談窓口 

 （１）苦情の受付 

   当事業所に対する苦情やご相談は、以下の専用窓口で受け付けます。 

くるみ居宅介護支援事業所 

電話番号   ０８４７－３７－２１４５ 

ＦＡＸ番号 ０８４７－３７－２５３１ 

担当者   ［管理者］篠原里永子 

責任者   ［施設長］西原丈順 

受付時間  毎週月曜日～金曜日 

８：３０～１７：３０ 

 

（２） 第三者委員 

第三者委員 
氏  名：横路 良文 

住  所：庄原市上原町 143-4 

電話番号：０８２４－７２－６６３２ 

  

（３）行政機関その他苦情受付機関  

世羅町 福祉課 所在地  世羅郡世羅町本郷９４７ 

電話番号   ０８４７－２５－００７２ 

ＦＡＸ番号 ０８４７－２５－００７０ 

受付時間   ８：３０～１７：１５ 

三次市 福祉保健部 

高齢者福祉課 介護保険係 

所在地  三次市十日市中二丁目８番１号 

電話番号   ０８２４－６２－６３８７ 

ＦＡＸ番号 ０８２４－６２－６２８５ 

受付時間   ８：３０～１７：１５ 
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東広島市 健康福祉部  

介護保険課 

所在地  東広島市西条栄町８番２９号 

電話番号   ０８２－４２０－０９３７ 

ＦＡＸ番号 ０８２－４２２－６８５１ 

受付時間   ８：３０～１７：１５ 

三原市 保健福祉部 

高齢者福祉課 

所在地  三原市港町三丁目５番１号 

電話番号   ０８４８－６７－６２４０ 

ＦＡＸ番号 ０８４８－６４－２１３０ 

受付時間   ８：３０～１７：１５ 

広島県国民健康保険団体連合会 所在地  広島市中区東白島町１９番４９号 

電話番号   ０８２－５５４－０７８３ 

ＦＡＸ番号 ０８２－５１１－９１２６    

受付時間   ８：３０～１７：１５ 

広島県社会福祉協議会 
（広島県福祉サービス運営適正化委員会） 

所在地    広島市南区比治山本町１２－２ 

電話番号   ０８２－２5４－３４１９ 

ＦＡＸ番号 ０８２－５６９－６１６１ 

受付時間   ８：３０～１７：００ 

 

（４）苦情処理の対応  

   ①提供した指定居宅介護支援サービスに係る利用者からの苦情に対して、 

    迅速かつ適切に対応するために必要な措置を講じます。 

   ②提供した指定居宅介護支援サービスに関し、市町が行なう文書、その他 

    の物件の提出、提示及び利用者からの苦情に関して、市町が行なう調査に 

    対し協力するとともに、指導又は助言を受けた場合は必要な改善を行ないます。 

③提供した指定居宅介護支援サービスに係る利用者からの苦情に関して、 

    国民健康保険団体連合会が行なう調査に対し、協力するとともに指導又は 

    助言を受けた場合は必要な改善を行ないます。 
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令和  年  月  日 

 

当事業所はサービスの提供開始にあたり、利用者に対して重要事項証明書を 

交付の上、居宅介護支援のサービス内容及び重要事項の説明を行いました。 

  

  事業所   

             所 在 地  広島県世羅郡世羅町小国１０８８９番地 23 

              法 人 名    社 会 福 祉 法 人 く る み 会          

事業所名  く る み 居 宅 介 護 支 援 事 業 所 印 

                         代表者名  管 理 者  篠 原 里 永 子         

             説明者名                                          

  

 

 私は、重要事項説明書に基づいてサービス内容等に係る重要事項の説明を受け、 

その内容に同意の上、本書面を受領しました。 

 

  利用者          住  所 

 

               氏  名                  印 

 

               電話番号 

 

 

  代理人又は立会人           住  所 

               

               氏  名                  印 

        

               電話番号 
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（別 紙） 居宅介護支援業務の実施方法等について 

 

1 居宅介護支援業務の実施 

① 事業所の管理者は、介護支援専門員に居宅サービス計画の作成に関する業務を担当させるも

のとします。 

② 指定居宅介護支援の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族

に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行います。 

2 居宅サービス計画の作成について 

① 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案作成に際しては、次の点に配慮します。 

ア 利用者の居宅への訪問、利用者及びその家族に面接により利用者の置かれている環境、立

場の十分な理解と課題の把握に努めます。 

イ 利用する居宅サービス等の選択にあたっては、当該地域における指定居宅サービス事業者

等に関する情報を利用者またはその家族に提供します。 

ウ 介護支援専門員は、利用者に対して居宅サービスの内容が特定の種類、事業者に不当に偏

るような誘導または指示を行いません。 

エ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案が、利用者の実情に見合ったサービスの提供

となるよう、サービス等の担当者から、専門的な見地からの情報を求めます。 

② 介護支援専門員は、利用者が訪問看護、通所リハビリテーション等の医療サービスの利用を

希望する場合には、利用者の同意を得て主治の医師等の意見を求めます。 

③ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案について、介護保険給付の有無、利用料等の利

用者のサービス選択に資する内容を利用者またはその家族に対して説明します。 

ア 介護支援専門員は、利用者の居宅サービス計画の原案への同意を確認した後、原案に基づ

く居宅サービス計画を作成し、改めて利用者の同意を確認します。 

イ 利用者は、介護支援専門員が作成した居宅サービス計画の原案に同意しない場合には、事

業者に対して居宅サービス計画の原案の再作成を依頼することができます。 

3 サービス実施状況の把握、評価について 

① 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成後において、居宅サービス計画の実施状況の把

握（以下「モニタリング」という。）を行い、必要に応じて居宅サービス計画の変更、指定居

宅サービス事業者等との連絡調整その他の便宜の提供を行います。 

② 上記の把握に当たっては、利用者及びその家族、指定居宅サービス事業者等との連絡を継続

的に行うこととし、少なくとも一月に一回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接するとと

もに一月に一回、モニタリングの結果を記録します。 

③ 介護支援専門員は、居宅サービス計画が効果的なものとして提供されるよう、利用者の状態

を定期的に評価します。 

④ 介護支援専門員は、その居宅において日常生活を営むことが困難になったと判断した場合、

または利用者が介護保険施設への入院または入所を希望する場合には、事業者は利用者に介
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護保険施設に関する情報を提供します。 

4 居宅サービス計画の変更について 

事業者が居宅サービス計画の変更の必要性を認めた場合、または事業者が居宅サービス計画の変

更が必要と判断した場合は、事業者と利用者双方の合意をもって居宅サービス計画の変更を、この

居宅介護支援業務の実施方法等の手順に従って実施するものとします。 

5 給付管理について 

事業者は、居宅サービス計画作成後、その内容に基づき毎月給付管理票を作成し、国民健康保険

団体連合会に提出します。 

6 要介護認定等の協力について 

① 事業者は、利用者の要介護認定または要支援認定の更新申請および状態の変化に伴う区分変

更の申請が円滑に行われるよう必要な協力を行います。 

② 事業者は、利用者が希望する場合は、要介護または要支援認定の申請を利用者に代わって行

います。 

7 居宅サービス計画等の情報提供について 

利用者が他の居宅介護支援事業者の利用を希望する場合には、利用者の居宅サービス計画作成

が円滑に引き継げるよう、利用者の申し出により、居宅サービス計画等の情報の提供に誠意をも

って応じます。 

8 同一建物に居住する利用者へのケアマネジメントについて 

利用者が居宅介護支援事業所と併設、隣接している場合には、所定単位の９５％を算定する。 

 

 

 


